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採用手続・昇進機会提供時等の男女間異別取扱いに対する法的評価

⑬住友電気工業事件
大阪地判平成1211三７月31日（平７(ﾜ)8009、損警賠償等耐求事件）労判792号48真

近時、性を理由とする昇進・昇格差別が訴訟にいて争点となる被告会社側の右措置は現行の男女

おいて数多く争われている。本件もかかる訴訟の雇用機会均等法の施行日以前になされているた

ひとつととらえることができるが、やや特殊な事め、それをいかに分析・把握しうるかが本判決へ

情が存在する。それは、①原告らが属する職種のの評価を決定づけることになろう。

・女Ｉ性労働者と比較対象である同学歴・同職種男性なお、原告らは、会社の当該措置そのものの不

労働者とが異なる採用手続で雇用されたこと、②当性と並んで、それが原因となって生じた男女間

これを理由とした右女性労働者全体への昇進機会の状態を是正する義務という新たな論点を提示し

そのものの不提供により、当該女I性労働者がまつており、これに対する裁判所の判断も注目され

たく昇進（上位の職種へ移動）していないことでる。

ある。他の昇進（格）差別訴訟と同様、本件にお

門職への移行完了後、制度上、存置されているに

もかかわらずまったく実施されていない。また、

1987（昭和62）年の]'116種制度見直しにより、①職

種ごとの男女別採用対象の設定が撤廃され、②大

卒女子の採用が本格化し、③従来の事務]Wiは一般

]１１１kに自動的に移行し、④当該]ＩＮＩから専門職を経な

い管理]lilliへの昇進が制度化されたが､Ｘらの職種

は、なお従前（現・一般職）のままである。Ｙ，

会社での賃金は昇進に伴って上昇するため、高卒

男子事務llMiでＸ２と同年入社の者（５名が在職し、

いずれも管理111Mにある。以下、比較対象男子）の

賃金の平均とＸらのそれとの差額は、１９９８（平成

１０）年段階で少なくとも月額20万円以上になって

いる。

－事実の概要

１電線・特殊金属線等の製造販売を業とする被

告Ｙ,会社には、事務１１Mh．専門職・管理llili等の]1M（

虹が存在し、事務職から管理llMiへの昇進には、通

`ilir、専1Ⅱ1職を経るものとされた。従来、事務llMiに

は、原則的に勤務地が限定された短大卒・高卒女

子が、本社や製作所など各事業所単位で採用する

(以下、事業所採用）方式によって、他方、専門

jIMiには、勤務地無限定の大卒男子が所管・選考方

法等のlhiで事業所採用方式に比してより高度もし

くは厳格な条件⑨手続に則り、本社のみが一括し

て採ⅡＩする（以下、全社採用）方式によって雇い

入れられていた。

４本件は、右賃金格差がＹ'会社による違法な

男女別労務管理に基づくことを理由に、ｘらが同

社に対して比較対象男子との差額賃金（相当）額

等を主位的および予備的に請求したものである。

なお、ｘらは、本件訴訟において、男女雇用機会

均等法,5条（平成９年法律第92号改正前のもの）

に基づくｘらの管迎ＪＩ１ｉ,(への昇進を求めた調停申立

てに対し、当時の大阪婦人少年室長がその不開始

を決定したこと（以下、本件不開始決定）が裁量

権の濫用にあたるとして、Ｙ２（国）を相手方と

する国賠法に基づく損害賠償もあわせ求めた｡

２ところが、Ｙ,会社は、1968（昭和43）年か

ら１９７７（同52）年にかけて、全社採):|]方式に基づ

き勤務地に限定のない高卒男子合計61名を雇用し

螂務jlMiに配置する。大卒に準ずる将来の中堅幹部

候補要員に位置づけられた彼ら（以下、高卒男子

事務]脳）は、採用当初からの予定どおり、1983

(１１N和58）年までに就業規則に基づくJliili種転換審

査を受瀞して全員専門職に移行し、１９９９（平成

11）年１２月末日現在では、当該男子でなお在]lMiす

る34名のうち31名が管理職にまで達している。

３これに対して、事業所採用方式により雇用さ

れた原告Ｘ，（1966〔昭和41〕年入社）および同

X２（1969〔昭和44〕年入社）を含む高卒女子事

務職は、右職種転換審査の際、これを受ける機会

を与えられず、当該審査は、高卒男子事務職の専

一一判旨

請求棄却。

１採用方式の違いは「採用区分に相当」し、事

務職ではあっても全社採用か事業所採用かでは
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｢職種としての区分が異なる」のであるから、そ

のことが「著しい賃金格差に繋がっているとして

も｣、「これを直ちに男女差別の労務管理の結果」

とはいえない。

もっとも、Ｘら高卒女性事務職は、「女性であ

ることを理由に全社採用の対象から」も「専門職

への職種転換の対象からも排除されていたのであ

って、Ｙ,会社は、……間接的には男女別……労

務管理を行っていたといわなければならない｣。

このことは、「男女差別以外なにものでもなく、

……憲法14条の趣旨に反」し、「現時点では……

受け入れられる余地はない｣。

しかし、「Ｘらが採用された昭和40年代ころの

時点で見ると、Ｙ,会社としては、……〔性的役

割分担意識の存在、女性の勤続年数の短さや法令

上の就業制限、これらに伴う女性労働者に対する

企業の厳しい評価等が公知の事実であったこと〕

を前提として……労務管理を行わざるを得なかっ

たのであるから、高卒女子を定型的補助的業務に

のみ従事する社員として」採用・処遇してきたこ

とに違法はなく、「公序良俗に反するものではな

い｣。

「したがって、Ｙ,会社が、Ｘら高卒女子を専門

職ないし……全社採用事務職の募集対象と」せ

ず、「専門職への転換の機会を与えなかったこ

と｣、および高卒女子事務職と専門職へ移行した

高卒男子事務職との昇進等における処遇の差異

は、いずれも「社員としての区分ないし職種の違

いによるもの」であって、「違法……ということ

はでき」ない。

務、さらには、高卒女子事務職が長年受審できな

かったことが不利益とならないように内容を改訂

した上で職種転換審査を実施する義務ととらえ

る〕Ｘらの主張は……現在の違法性の判断基準に

照らし、過去に遡って……評価し直」すもので

｢法的安定性を害」し、「結果の平等を求めている

に等しい｣。したがって、「Ｙ,会社には、Ｘらが

主張する是正義務の発生を認めることはでき」な

い。

なお、Ｙ２に対.するＸらの訴えについては、本

判決はもっぱら、同学歴ではあれ全社採用（男

子）事務職と事業所採用（女子）事務職との間に

採用区分の違いがあることを理由に、大阪婦人少

年室長の判断に違法もしくは誤りはないとして、

これを斥けている。

トー－研究

］はじめに￣×らの主張の整理

ｘらの主張の詳細は、本判決中の「当事者の主

張」部分がカットされているためか、今ひとつ不

鮮明との感をぬぐえないが、判旨に現れた文言か

らすれば、その要諦は次のようなものと推測され

る。

すなわち、まず主位的請求については、（１）そも

そも職種の区分は男女を振り分けるためのもので

合理性がなく、また、(2)①Ｙ１会社が全社採用事

務職の募集対象から高卒女子を排除し、②高卒女

子事務職にIlMi種転換審査を受審する機会を与えな

かったことはいずれも違法な男女差別であり、（３）

右(1)が認められるか、右(2)の諸措置がなか')せ

ば、配置．教育訓練．昇進その他のさまざまな男

女問異別取扱いも違法または生じえなかったので

あり、したがってＸらも比較対象男子と同等の管

理職に昇進していた（もしくは、したものとみな

しうる）ことが、つづく予備的請求では、主位的

請求で取り上げたＹ１会社の男女別労務管理がか

りに直ちに違法とはならないまでも、過去のある

時点1)でＹｌ会社にそれを是正する義務が生じて

いたことが根拠となる、と。

本判決は、判旨，を前者に、判旨２を後者の主

張に対応させており、以下では、これらの判旨を

順次検討する。なお、Ｙ２に対する訴えについて

は、両判旨の検討に関連する限りで最後に言及し

たい。

２「現在では全社採用において同じ高卒である

にもかかわらず、女子のみに採用の機会を与えな

いことは、合理的な理由のない男女差別に該当す

ると考えられるから｣、Ｙ,会社による男女別採用

方法は、それが実施され続けたならば、「現在に

至るまでのいずれかの時点で、公序良俗に反する

違法なものと評価されることになる｣。

とはいえ、「その際、Ｙ,会社に課せられる是正

義務は、その時点で、右のような男女別採用をあ

らため、それ以後、採用において女子にも均等な

機会を与えるようにする義務に過ぎない……。

〔当該義務の内容を、専門職への転換を希望する

高卒女子事務職に対し高卒男子事務職へこれまで

行ってきたのと同様の教育・訓練・配置をなす義

第４部労働者の人権
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２判旨１－主位的請求に対して

本判旨は、採用方式の差異が採用区分・ＩＮＩ種区

分にあたるとして、まずＸらの右主張(1)を斥け、

次に、このことを前提としつつ、同主張(2)①②の

Ｙ,会社による措置を評価する。その基準は公序

良俗性に求められ、判定時期を当該措置が採られ

た昭和40年代に置いた結果、それらは、今日では

許されないものの当時としては違法とはいえない

旨判示された。

採)1]方式の差異が採用区分・職種区分にあたる

か否かはともあれ、Ｙ,会社の]１Mh種制度そのもの

が合理性に欠けるとは言い難く、それゆえ、Ｘら

の主位的請求においては、Ｙ,会社による右諸措

置の法的是非が最大の争点となる。本判旨も断じ

ているように、これらは、現時点ではいずれも男

女雁)１１機会均等法（以下、均等法）に明らかに反

し2)違法との評価を免れないが、努力義務規定か

ら禁lMliL定（強行規定）化された現行均等法の施

行|］（199911三４月１日）以前の施策であるため、

同法の援):'1によって解決を図ることは困雌であ

る。この点につき、本判旨は、日本鉄鋼連盟事件

東京地裁判決（昭６１．１２．４労判486号28頁）と

同様の判断枠組みを用いることによってＸらの請

求を斥けたといえるが、かかる手法については、

当該事件の判断枠組みを本件へ適用すべき前提が

そもそも欠けているとの指摘がある3)。

おそらく右指摘とは異なる意味で、評者も本判

旨には疑問がある。少なくとも職種転換審査（の

受辮機会の不提供）に関しては、Ｙ,会社の責任

を認めうるのではないかと考えられる。なぜな

ら、高卒男子事務職が全員「漏れなく」右審査に

合格していることに照らすと、第１に、採用手続

こそ違え|可学歴・同llMi種である高卒女子事務lMiも

受審しさえすれば合格したという事態を想定で

き、第２に、高卒女子事務職とは異なる採用手続

により雇１１]されたことを奇貨として、高卒男子事

務j職の採用当初から予定された専門職への移行を

単に正当化するために、当該審査がいわゆる「お

手盛り」で実施された可能性を否定できないから

である4)。評者のこうした立場を敷桁すれば、受

審機会の不提供という事実状態ではなく、当時、

高卒男子事務]liiliに発出されたであろう業務命令と

してのllMi極転換審査受審命令が、Ｙ,会社による

恐意的な業務命令権の行使として違法と評価され

うることになる。かかる意味において、Ｘらの当

該請求が－部ではあれ認められる余地はなお存す

ると解されるのである5)。

３判旨２－予備的請求に対して

Ｙ,会社が是正義務を負うというＸらの主張に

対して、本判旨は、まず当該義務の存否という点

では、これを認める判断を下した。Ｘらは、その

義務の内容をも具体的に示しているが（本判旨参

照)、それらは、右１で指摘したＹ,会社の諸措置

(主位的請求(2)①②参照）が原因となって生じた

状態の解消を目指すものといえる。当該措置が現

行均等法の下では直ちに法違反行為と解されるべ

きものであることは、すでに右２において述べた

が、では、同法施行日以前の右措置に対する法的

評価が全く消極的なものではなかったのかといえ

ば、決してそういうわけではない。

周知のとおり、1985年の成立以来、現行法施行

に至るまでの均等法（以下、旧均等法）は、募

集・採用・配置・昇進における男女間異別取扱い

は禁止規定ではなく、いわゆる努力義務規定で臨

んできた（７．８条参照)。もっとも、同法12条

１項に基づいて「事業主が識ずるように努めるべ

き措置に関する指針」（昭和６１．１．２７労告14号。

以下、旧指針）が定められており、そこでは事業

主（使用者）のいかなる措置が具体的に均等法の

規定・趣旨に沿わないか、いいかえれば、同法に

より改善・是正が求められる使用者の措置とは何

かが例示的に列挙されていたのである。つまり、

努力義務規定一般の法的性格についての議論6)は

ともあれ、旧均等法上、使用者にむけて要請され

た男女間異別取扱いに関する是正の内容は、旧指

針を通じて、かなり特定きれていたと把握でき

る。

もちろん、この是正は公法上の要請であり、直

ちに私法（労働契約）上の関係を規律するとはい

えない。しかし、Ｙ,会社は、努力義務による規

制であった１日均等法下である1987年の段階で、労

働条件たる従来のlliiR種制度を改めている（事実の

概要３参照)。その改正内容からすれば（同３①

②④参照)、同社は、この時点で公法関係にある

国に対して、少なくとも１日均等法および旧指針が

要請する範囲で男女間異別取扱いを是正すること

を表明したと同時に、私法上の関係では、かかる

是正、すなわち、同法・同指針に沿うよう従前の

労使慣行や運用を見直すことを労働契約の内容に
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組み込んだととらえられよう7)。是正すべき状況

の端緒とＸらがとらえたＹ,会社の諸措置は、い

ずれも旧指針で列挙された項目に明らかに該当す

るから8)、同社は、労働契約上、単にそれ自体を

排除するだけでなく、当該措置により生じた状況

を是正する義務をも負うと解されるのである。

さらに、現行均等法が努力義務規定を禁止規定

(強行規定）化したことによって、募集・採用・

配置・昇進に関する男女問異別取扱いが禁止され

ることはもとより（５．６条参照)、努力義務規

定の下では単に公法上の要請にすぎなかった右是

正も私法上の規範に高められる、いいかえれば、

当該是正義務が、労働契約（当事者意思）を媒介

とする存在から現行均等法（制定法）上の効果へ

と昇華したと構成するのである9)。ここから、本

判旨がその存在を認めながら明確には述べなかっ

た是正義務の法的根拠は、現行均等法に求めるこ

とができる。

是正義務が同法に根拠を有するのであれば、本

判旨が当該義務の内容を採用の場面に限定したこ

とには理由がなく、それ以外、とくに昇進（機会

の提供）の場面における是正のあり方について検

討する余地は十分に存在する'o)。かかる意味に

おいて、Ｘらの予備的請求に関しても認められる

余地はなお存すると解される。

務規定を禁止規定化した現行均等法に求めうると

解するが、かかる解釈が成り立つならば、それ

は、近時、男女同一労働に関わる賃金差別訴訟に

おいて、強行規定たる労基法４条違反の法的効果

としての格差是正義務に言及した下級審判例'2）

と軌を一にするものと位置づけられよう。

最後に、Ｙ２に対するＸらの訴えについて一言

すると、評者のように、両判旨においてＹ,会社

への民事責任追及の余地を認める立場を採れば、

そのことは本件不開始決定が前提とした事実およ

びそれに対する評価に影響を及ぼす可能性があ

る。したがって、Ｘらの当該訴えを斥けた本判決

を妥当と判断することにはなお祷謄せざるをえな

い。

なお、本判決を評釈としたものとして、宮地光

子・労旬1491号（2000年）３０頁、君塚正臣・平成

12年度重要判例解説（ジユリ臨増1202号．２００１

年）209頁がある．

1）残念ながら、本判決のすべてを参照しても評者に

は特定できなかった。

2）措置①については、同法５条および禁止されるべ

き具体的な男女差別行為をカタログ化した同法１０条

１項に基づく「募集及び採用並びに配置、昇進及び

教育訓練について事業主が適切に対処するための指

針」（平成１０．３．１３労告19号。以下、指針）２イ①

または③を、措置②については同法６条および同指

針３②二①を参照。

3）野田進「最近の労働判例について（上)」中央労

働時報984号（2001年）２頁、とくに８頁一(3)(ﾊ)を参

照。

４）ただし、これら２つの根拠を完全に裏打ちするた

めには本件認定事実だけでは不足である。前者には、

現に実施された当該審査の個別具体的な内容やその

結果の詳細、あるいは合格できないことを予め推測

させる事情（たとえば、高卒女子事務職が当該男子

に比して総体的に労働能力に劣る、または、事務職

として実際に配置された業務の性質がそもそも男女

間で異なり、そのことが右審査に決定的な影響を与

える等)、他方、後者には、合格基準・合格者の得

点・再受審者の有無等に関する事実認定が不可欠に

なる。

５）とはいえ、当該命令が違法であることとＸらが比

較対象男子と同等の管理職に就くこととは必ずしも

直結しない。したがって、Ｘらの請求金額すべてが

認められる可能性はきわめて小さいであろう。

６）たとえば、山田省三「改正均等法の禁止規定化と

救済手段」季労186号（1997年）４１頁、とくに同頁

-42頁を参照。

７）Ｙ1会社は、おそらく就業規則の変更により当該是

正を実施したと推測されるからである。

４おわりに－本判決の意義・位置づけ等

以上、本判決を、Ｙ,会社を相手方とする主位

的請求を判断した部分（判旨１）と予備的請求の

それ（判旨２）に分けてそれぞれ検討してきた。

右のとおり、評者は、両判旨のいずれとも分析の

視角や結論を異にする。判旨ｌについては、事実

行為たるＹ,会社の諸措置（右ｌ(2)①②参照）を

正面からとらえようとする本判決の姿勢に対し

て、当事者の主張あるいは判旨の展開からやや離

れるものの、職種転換審査受審命令という法律行

為面からの分析可能性を提示してみた'１)。他方、

判旨２では、使用者に対する男女間異別取扱いそ

のもの（あるいは、それを原因として生じた状

況）の是正義務の存在が争われたが、かかる内容

は、従来の昇進（格）差別訴訟においては、あま

り見られなかった主張と思われる。それだけに、

本判決が採用の場面に限定してではあれ当該義務

を認めたことはひとつの意義として確認されるべ

きである。評者は、当該義務の法的根拠を努力義
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８）王位的請求(2)①の措置については旧指針２(1)イ①

または②を、同②の措置は同指針(3)二①を参照。ま

た同指針の行政解釈である11日６１．３．２０婦発第68号・

］M1発第112号・能発第54号も参照のこと。

９）しかも、同法がいわゆるポジティブ・アクション

を認容・推奨していることに鑑みれば（９．２０条参

照)、当該義務の内容には従前に比してさらなる積極

性・具体性が求められよう。これへの消極的な立場

も想定されうるが、是正は常に男性労働者への具体

的優遇措置・行為が前提にあるため、使用者のなす

べき具体的是正内容が特定できないとは解されない。

かかる意味において、菅野和夫「労働法〔第５版ﾈlｉ

正２版〕」（弘文堂、2001年）162頁は同旨か。

１０）この点につき、Ｘらの主張とは別に、評者は、現

在に至るまでl1MiilmlI騒換審査ＩｌｉＵ度が存置されている点

（事実の概要３参照）にとくに注目したい。

11）かかる立場は、近時、労働契約に基づく「能力に

ルbJじた男女平等処遇義務」を設定した芝信１Ｍ金庫事

件控訴群判決（東京高判平１２．１２．２２労判796号５

頁）と迎底しているように思われる。

12）’三Iソ図書事件（東京地判平４．８．２７労判611号

１０頁)、直近のものとして塩野義製薬事件（大阪地判

平11.7.28労判770号81頁）がある。

本稿脱稿後、島田陽一「厩)|]差別をめぐる裁判例の動向

と問題点」法律時報73巻９号55頁に接した。

関連判例

・兼松事件・東京高判平２０．１．３１労判959号85頁

・昭和シェル石汕事件・東京高判平１９．６．２８労判946号

７６頁

､住友金属工業事件・大阪地判平１７．３．２８労判898号４０

頁

・岡谷鋼機事件・名古屋地判平１６．１２．１２労判888号28頁

・野村證券事件・来京地判平14.2.20労判822号13頁

・住友化学工業事件・大阪地判平１３．３．２８労判807号1０

頁

中内哲(なかうちさとし）
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